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a Contact point for tender documentation :

Contract Division, Kanto Regional Devel-

opment Bureau, Ministry of Land, Inf-

rastructure, Transport and Tourism Sai-

tama shintoshin National Government Buil-

ding Tower-2 2`1, Shintoshin, Chuou

Ward, Saitama City, Saitama Prefecture

330`9724 Japan TEL 048`601`3151 (ex

2525)

〇第２号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 国道６号千代田石岡ＢＰ東田中高
架橋上部工事（電子入札対象案件）

^ 工事場所 茨城県石岡市東田中地先
_ 工事内容 東田中高架橋（下り線） 鋼４
径間連続非合成鈑桁橋（３主桁） 橋長 Ｌ
＝219N 支間長 Ｌ＝48•8N＋２＊60•0N＋
48•8N 幅員 12•0N 床版支間長 4•6N

工場製作工 約690ｔ 工場製品輸送工 １
式 架設工 １式 支承工 １式 合成床版
工 約2¶800fl 橋梁付属物工 １式

` 工期 契約締結の翌日から平成27年３月25

日まで。
a 使用する主要な資機材 鋼材 約690ｔ
b 本工事は、入札時に技術提案［施工計画］
を求め、価格と価格以外の要素を総合的に評
価して落札者を決定する［総合評価落札方式
（技術提案評価Ｓ型）］の試行工事である。ま
た、品質確保のための体制その他の施工体制
の確保状況を確認し、施工内容を確実に実現
できるかどうかについて審査し、評価を行う
施工体制確認型総合評価落札方式の試行工事
である。また、本工事は、契約締結後に施工
方法等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の
試行工事である。

c～Ĉ 第１号 １c～Ĉに同じ
D̂ 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する場合においては、入札日から
過去２年以内に70点未満の工事成績評定を通
知された関東地方整備局が発注し完成した工
事がある者に対して、現場代理人と監理技術
者の兼務を認めないこととする試行対象工事
である。なお、５bで定める監理技術者とは
別に配置する技術者とも兼務を認めない。

Ê 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する者に対して実施する工事完成
後の工事コスト調査において、工事コスト調
査結果の内容と、低入札調査時の重点調査の
内容が著しく乖離した場合においては、施工
体制台帳の確認やヒアリングの実施等を行
い、乖離理由を検討したうえで場合によって
は工事成績評定を減ずる試行対象工事であ
る。なお、工事コスト調査の内訳については、
工事コスト調査終了後関東地方整備局又は常
陸河川国道事務所のホームページにより公表
する。

F̂ 本工事において、中間前金払に代わり、既
済部分払を選択した場合には、短い間隔で出
来高に応じた部分払や設計変更協議を実施す
る「出来高部分払方式」を採用する。

Ĝ～K̂ 第１号 １Ĝ～K̂に同じ
２ 競争参加資格
\ 第１号 ２\に同じ
] 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）に
おける鋼橋上部工事に係る一般競争参加資格
の認定を受けていること（会社更生法（平成
14年法律第154号）に基づき更生手続開始の
申立てがなされている者又は民事再生法（平
成11年法律第225号）に基づき再生手続開始
の申立てがなされている者については、手続
開始の決定後、関東地方整備局長（以下「局
長」という。）が別に定める手続に基づく一般
競争参加資格の再認定を受けていること。）。

^ 第１号 ２_に同じ
_ 平成10年４月１日以降に、元請けとして完
成・引渡しが完了した下記の要件を満たす同
種工事の製作及び架設の施工実績を有するこ
と（共同企業体の構成員としての実績は、出
資比率が20％以上の場合のものに限る。）。
Ê 道路橋（Ａ活荷重又はＴＬ－20以上）又
は鉄道橋（モノレール及び新交通は除く）
であること。

Ë 橋梁形式が下記を除く鋼橋であること。
ア）３径間以下の鈑桁橋
イ）３径間以下の箱桁橋
ただし、連続桁の鋼床版鈑桁橋並びに連続
桁の鋼床版箱桁橋は施工実績としてよい。

Ì 最大支間長が45N以上であること。
Í 床版支間3•5N以上の鋼コンクリート合
成床版の施工が含まれている工事であるこ
と。
ただし、上記Ê～Ìは同一工事とし、Íは
別工事でもよい。なお、Íを別工事とする場
合はÊを満たすこと。
なお、当該実績が国土交通省が発注した工
事のうち入札説明書に示すものに係る実績で
ある場合にあっては、評定点合計が入札説明
書に示す点数未満であるものを除く。
経常建設共同企業体にあっては、構成員の
うち１社が上記の施工実績を有し、他の構成
員は、元請けとして完成・引渡しが完了した
上記Ê、Ëの施工実績を有すること。ただし、
上記Ê、Ëは同一工事であること。
また、異工種建設工事共同企業体としての
実績は、協定書による分担工事の実績のみ同
種工事の実績として認める。

` 第１号 ２aに同じ
a 当該工事の現地での設置期間について、次
に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技
術者を当該工事に専任で配置できること。な
お、現地での架設期間は平成26年５月から平
成27年３月を予定する。
複数の技術者を申請する場合は、申請する
全ての者について次に掲げる基準を満たして
いること。
{ 第１号 ２b{に同じ
| １人の者が、平成10年４月１日以降に元
請けとして完成・引渡しが完了した上記_

に掲げる工事の架設現場に従事した経験を
有する者であること（共同企業体の構成員
としての経験は、出資比率が20％以上の場
合のものに限る。）。ただし、上記Ê～Ìは
同一工事とし、Íは別工事でもよい。なお、
Íを別工事とする場合はÊを満たすこと。
なお、当該経験が国土交通省が発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る経
験である場合にあっては、評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除
く。経常建設共同企業体にあっては、１社
の主任技術者又は監理技術者が上記の工事
経験を有していればよい。

また、異工種建設工事共同企業体として

の経験は、協定書による分担工事において

の経験のみ同種工事の経験として認める。

} 第１号 ２b}に同じ

b～e 第１号 ２c～Ĉに同じ

３ 総合評価に関する事項

\ 落札方式

{ 入札参加者は「価格」、「技術提案［施工

計画］」及び「施工体制」をもって入札し、

次のÊ、Ëの要件に該当する者のうち、]

「総合評価の方法」によって得られた数値

（以下「評価値」という。）の最も高い者を

落札者とする。

Ê 入札価格が予定価格の制限の範囲内で

あること。

Ë 評価値が、標準点を予定価格で除した

数値（「基準評価値」）に対して下回らない

こと。

| 第１号 ３\|に同じ

] 総合評価の方法

{ 第１号 ３]{に同じ

| 「加算点」の算出方法は、予定価格の制

限の範囲内での入札参加者のうち、下記Ê

の評価項目の評価を行い加算点を算出す

る。また、「施工体制評価点」は下記Ëの評

価項目を評価して算出する。なお、「施工体

制評価点」の低い者に対しては「加算点」

を減ずる場合がある。

Ê 技術提案［施工計画］

Ë 施工体制（施工体制評価点）

} 第１号 ３]}に同じ

~ |Ê、Ëの評価項目について、共通仕様

書、特記仕様書及び関係法令を遵守し、一

般的な施工機械により施工（詳細は入札説

明書参照。）及び管理する方法を用いて作業

を行う者で、入札説明書等に記載された要

求要件を実現できると認められる場合に標

準点（100点）を与え、さらに|Êの技術

提案［施工計画］及び|Ëの施工体制の内

容に応じて、それぞれ加算点及び施工体制

評価点を算出し与える。š
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